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要　旨
少子高齢化を背景として、日本では、医療・介護分野の人材供給能力を上回る
需要が発生し、人材不足が顕在化している。また、ベトナムでも2029年には、
高齢化社会を迎え、介護分野における専門家の需要が発生する。ベトナムは高齢
者医療・介護分野で十分な経験・技術を有する人材が足りないというのが現状で
ある。そのため、日越両国には、潜在的な補完関係が存在する。EPA（Economic 
Partnership Agreement）の下で、日本は、ベトナム、フィリピン、タイの 3カ
国と看護分野の人材受入事業を実施している。同事業は、看護師の有資格者であ
ることがベースとなっており、その意味で、日越両国の潜在的な課題への処方箋
となり得るものであった。しかし、2017年11月に施行された技能実習適正化法
は、これまで認められて来なかった介護分野にも資格を持たない技能実習生の受
入れを認めるものとなっている。医療・介護分野における人材不足は、人材育成
なしには実現不可能である。事実、EPAの下で、補完関係があると気づいた企業
は、日本とベトナムと医療分野の人材交流事業に投資を開始している。EPA下で
の制度と技能実習適正化法による新たな人材交流も、日越両国の人材育成協力策
の 1つであり、その成果に期待が集まっている。
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1 　はじめに
日越両国は、2009年10月に発行したEPA（日越経済連携協定）に基づき、2012年から
看護・介護分野における人材育成事業を実施してきた。同事業は、日本側にとっては、看
護・介護分野における労働力不足を、ベトナム側にとっては、高度医療に対応できる看護
師の育成、急速に進展する高齢化に対応するための介護士の育成を目的とするものであ
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る。しかし、このスキームは、当初の目的を十分に果たすには至っていない。そこで、
2017年には、技能実習生制度を改正して、従来は認められて来なかった介護分野におい
ても技能実習生を受け入れることが可能となった。こうした制度変更は、日越両国におい
て待ったなしの状況が存在することを示唆する。そこで、本稿では、日越両国で実施され
ている看護・介護分野における人材交流・育成事業に焦点を当て、可能な限り具体的な
データを用いて、その意義・緊急性を検討する。
2 　急速な高齢化と未整備な高齢社会対策
ベトナムは、2017年には、高齢化社会を迎えた。ベトナムにおける急速な高齢化は、「 2
人っ子政策」の負の結果である。急速な高齢化の進展は、高齢者問題に対応する十分な時
間を取れない状況を生み出した。制度的な対応も2010年以降進められているが、制度内
容の具体化はまだ進んでいない。
2 ．1 　予想を上回る急速な高齢化の進展するベトナム
ベトナムは、9,000万人を超える人口を抱えると共に、若年人口が多く豊富な労働力人
口を有することから、製造業を中心に海外からの直接投資が経済成長を牽引してきた1。
その一方で、急速な人口増を抑制するために、ドイモイ政策に加え、1960年代から採ら
れた「 2人っ子政策」は、ベトナムに人為的な少子高齢化現象を引き起こしつつある。
図 1 ．ベトナムの年齢別人口動態変化
（出所）United Nations, Department of Economic and Social Affairs, Publication 
Division, World Population Prospects, 2013.より筆者作成。
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2011年に国連人口基金（UNFPA: United Nations Population Fund）は、ベトナムの人
口全体に占める60歳以上の人口は2049年には26.1％に達するとの見通しを明らかにし
た2。
人口の動態変化をみると、長きにわたる戦争とそれによる経済の落ち込みを潜り抜けた
ベトナムだが、現在では、保健医療の改善や生活水準の向上などから平均寿命が伸びると
共に、死亡率が減少してきた。これに合わせてベトナムでは、先にも指摘した「 2人っ
子政策」という人口抑制政策がとられ、政策的に人口増加に歯止めがかけられてきたこと
などもあり、合計特殊出生率も低下した。一方、こうした中で、高齢者人口はその数自体
も人口全体に占める割合もそれぞれ増加している。UNFPAによると、ベトナムの60歳以
上の人が人口全体に占める割合は1979年に6.96％だったものが、2009年には8.69％に上
昇。さらにこの割合は2019年に11.78％、29年に16.66％、39年に21.37％、49年には
26.1％に達すると見込んでいる。世界銀行（the World Bank）も、ベトナムにおける65歳
以上の高齢者数が2040年には現在の2.8倍の1,840万人に増加すると予測している3。事実、
The Saigon Times紙は、ベトナムでは1979年から1999年の20年間で高齢者人口が10年毎
に約100万人ずつ増加したが、2009年から2011年の 2年間だけで120万人も増加しており、
現在の高齢者人口は約1,000万人（人口の約11％）と推定している。また、高齢者 1人を
支える生産年齢人口は現在11人となっているが、2030年から2050年には高齢者 1人に対
して 3人になる見通しだという4。「高齢社会」（65歳以上の人口が全人口の14％を超えた
社会）になるのにかかった年数は、英国が45年、米国が69年、フランスが115年であるが、
上述のデータに基づき推計すると、ベトナムは僅か16年しかかからないことになる。
2 ．2 　急速な高齢化と社会の変容により求められる社会保障制度改革
将来的に「高齢化社会」が到来すると予測されているベトナムではあるが、高齢者の経
済状況は決して豊かと言えない上、社会保障制度にはまだまだ課題がある5など、高齢者
の暮らしを支える公的システムは未整備の状況である6。
高齢化に際し、懸念されるのが高齢者の生活をどう守るのかということである。Báo 
Thanh Niên紙によると、ベトナムの60歳以上の人のうち約50％が公的な年金受給ないし
経済支援を何も受けていないという。また、ベトナム政府は現在、80歳以上の人を対象
に、経済支援策として 1カ月当たり 8万～18万ドン支給しているが、いくら物価が安い
としても、この金額では生計を立てるのは難しい。さらに、ベトナムの高齢者の30％以
上は、引き続き働いているものの、その大半は低収入で不安定な自営業であるという。こ
れに加えて、過去の混乱期の影響で、年齢を証明する書類がなく、政府の手当てを受けら
れない80歳以上の高齢者が高齢者全体の 5％を占めている上、老朽化した住宅に住まざ
るを得ない高齢者数も 5万4,000人以上に上るという7。
ベトナムでは、公的な支援ではなく、「家族の助け合い」が実質的に社会保障的な機能
を果たしているといわれる8。高齢者を敬い、家族で高齢者を支えることが一般的だから
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である。しかし、高齢者の中で自分の子どもと暮らしている人は減り、一人暮らしの人が
増える傾向にあるという。ベトナムにおける家族社会伝統は急速に消えつつある。主な原
因は都市化（年間2.59％の割合で都市人口が増加）と、それに伴う生活環境の変化、つま
り両親や祖父母の世代と同居しない核家族が増えていることが要因とみられる9。家族が
社会のセーフティネットとなっていたベトナムでも、社会における急速な変化は、セーフ
ティネットを従来型の家族を軸とした形態に依存することは難しい。家族がいても、家族
との関係から家族を頼ることが難しいケースもある。加えて、家族が高齢者ケアを担うと
しても、家族だけで介護をはじめとする高齢者のニーズ全てに対応していくことは難しく
なろう。
ベトナムはまだ経済成長の途上にあり、社会保障制度も整備途上段階であるにもかかわ
らず、高齢化が急ピッチで進展している。これまで経済成長路線を歩んできたベトナム政
府も、高齢化が急速に進展し、高齢者ケアを家族が担うという伝統も変容している以上、
高齢者ケアを従来通り家族頼みにしてはいられない。企業振興策をはじめとする経済政策
だけではなく、高齢者をはじめとする脆弱性の高い人々のための社会保障政策の整備が求
められている。急速な人口の高齢化は労働市場に大きな影響を及ぼし、政策立案者、企業、
並びに国民にも数々の課題をもたらすとも見られている。世界銀行は、人口の高齢化によ
る影響を最小限に抑えるべく、労働市場や年金制度、医療制度などに関する政策を適切に
調整していく必要があると指摘している。
ベトナムでは高齢化は加速傾向にあるが、高齢者向け医療サービスや社会保障制度は
整っていない。多くの国では、2,000床規模の病院を設立するための条件として総病床数
の中の 4分の 1を高齢者向けとする規定があるが、ベトナムでは、老年内科を設置する
病院も極めて少なく、首都のハノイ医科大学においても老年内科は設置されていない10。
3 　「日本の教訓」を活かすシステムの構築
日本より早い速度で高齢化が進むと予測されるベトナムでは、「社会経済開発計画
2011」において「ソーシャル・セーフティネット強化による、社会保険・医療保険・社
会介護政策の整備」が掲げられ11、高齢者法の実施に関する政令12、ガイドラインを制定
すると共に、高齢者の社会参加の促進、義務と権利の実行、心身の健康確保、生活の質的
向上を目標とする「高齢者国家活動計画2012-2020に関するイニシアティブ」が2012年に
決定される13など、早急、かつ効果的な高齢化対策の必要性が認識されている。
日本は1970年以降、高齢化の進展に伴い、様々な高齢化対策に取り組んできたが、高
齢化や社会経済状況の変化を見据えた長期的な対策ができてきたとは言い難く、進行する
高齢化に対して後追い的で、試行錯誤を繰り返してきたことは否定できない。その意味で
は、日本における高齢（化）社会に対応するための社会保障システム構築にかかる経験は、
紆余曲折を経たものであり、その糧としての様々な教訓も蓄積されている。
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現在のベトナムは、急速な高齢化に加え、経済発展や産業構造の変化による労働人口の
都市部への流入、家族介護を最善とする伝統的家族観など、1970年代の日本と状況が類
似している14。社会・文化的に類似性を有する日本の過去の経験は、今後ベトナムが取り
組んでいく高齢化対策にとって有益となる。日本の過去の取り組みの成果やその過程から
得られる教訓を分析することにより、中長期的なリスクをできる限り回避し、ベトナムの
状況に合わせた高齢化対策の検討を行うことで、より効率的に社会保障システムを構築す
ることが期待できる。特に、日本では、地域包括ケアシステムの構築や後期高齢者医療制
度における地方自治体の裁量が大きく、自治体の中で医療と福祉の連携が強化されてい
る。ベトナムにおいても、地方分権化が進められており、日本の地方自治体における取り
組みから得られる知見は多いと考えられる15。こうした認識に基づき、日本政府は、EPA
を通じた人材育成16、国際協力事業団（JICA）を通じた調査活動17など、この分野におけ
る日越二国間協力の可能性を模索している。
さらに、三木・長井（2015）によると、ベトナムも経済成長に伴う生活習慣や食事の
変化などから、疾病・死亡における生活習慣病の割合が高くなっている。世界保健機構
（WHO）によると、ベトナムでは全死亡における生活習慣病による死亡の割合は75%と
なっている。一般に、高齢になるほど生活習慣病の罹患リスクは上昇する傾向にあり、医
療機関においても、高齢の生活習慣病患者が増加しているとのことであった18 19。今後の
高齢化に伴い、生活習慣病よる疾病負荷はさらに増大することが予測され、ベトナムでは
生活習慣病の診療および予防を強化すべく、2020年までに主要な国立病院とすべての省
病院に老年科を設置することを目標としている20。これに伴い、老年科における診療サー
ビスの具体的な内容や基準の設定、老年学を修得した看護師の育成などが課題になってい
る21。老年科の設置・増加に伴い、高齢者ケアや慢性期ケアに関する専門性を持った看護
師やリハビリに関わる人材などの需要はますます高くなっていくことが予想されるが、全
体的な人材不足などから、老年科のサービス提供を担う人材の育成は追い付いていな
い22。
図 2 ．ベトナムにおける医療従事者数
（出所）Espicom, World Medical Markets Fact Book 2014, 2014.より筆者作成。
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日本では、高齢者が住み慣れた地域で、医療、介護、予防、生活支援サービスを一体的
に受けられる、地域包括ケアシステムの構築が推進されている。ベトナムにおいても高齢
者のみの世帯は増加傾向にあり、在宅ケアへの支援や、コミュニティでの支え合いが、今
後ますます重要になると考えられる23。
今後一層の増加が予想される施設介護へのニーズに対応するため、民間事業者による介
護事業や介護施設の開設・運営を促進すると共に、安全性やサービスの質を担保する制度
や基準などの整備のための支援においても、日本のこれまでの経験や教訓を活用すること
が有効と考えられる。これに関しては、日越EPA制度による日本からの帰国者などを積極
的に活用していくことが重要である。
4 　EPAの基づく日越の看護・介護分野の人材育成事業
2009年10月に発行したEPA（日越経済連携協定）に基づく看護・介護分野における人
材育成事業は、2012年 4月に合意に達し、同年 6月日越交換公文が取り交わされ、日本
国内では2012年 9月13日に「看護師及び介護福祉士の入国及び一時的な滞在に関する日
本国政府とベトナム社会主義共和国政府との間の交換公文に基づく看護及び介護分野にお
けるベトナム人看護師等の受入れの実施に関する指針」（平成24年厚生労働省告示第507
号）が公示された。看護師・介護福祉士候補者等の受入れは、経済活動の連携の強化の観
点から、二国間の協定に基づき、公的な枠組みで特例的に行われているものであり、建前
上は、看護・介護分野の労働力不足への対応ではないとされている。また、候補者受入れ
を適正に実施する観点から、日本国内では国際厚生事業団（JICWELS）が唯一の斡旋機
関として位置付けられ、これ以外の職業紹介事業者や労働者派遣事業者に斡旋を依頼する
ことはできないスキームとなっている。しかしながら、国内の現場では、逼迫する人手不
足に対応するための手段として受け止められている向きもある。また、本スキームは、ベ
トナム国内における人材の選定・確保に関する規定はなく、十分にスキームが機能してい
図 3 ．ベトナムにおける国民 1 万人当たりの医療従事者数
（出所）Espicom, World Medical Markets Fact Book 2014, 2014.より筆者作成。
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ない要因となっている。
本スキームにおけるこれまでの実績は、2014年度が、看護師および看護師候補者が21
名、介護福祉士及び同候補者が117名で、合計138名であった。2015年度は、看護師およ
び看護師候補者が14名、介護福祉士及び同候補者が138名で、合計152名、2016年度は看
護師および看護師候補者が18名、介護福祉士及び同候補者が162名で、合計180名、2017
年度、看護師および看護師候補者が22名、介護福祉士及び同候補者が181名の合計203名
と初めて合計人数が200名を超える規模に達した。しかしながら、当初のスキームでは、
看護分野が200名、介護分野が300名を想定していることからすると、実績的には物足り
なさを感じる。特に、看護分野は十分に機能しているといえない。これは、ベトナム国内
における看護師養成における問題点と関係があると考えられる。
現在臨床で働く看護師の多くは、 2年制の専門学校で教育を受けているが、看護師国
家試験もないことから、看護師の質の保証は養成校に委ねられている。大学での養成も始
まってはいるものの、大学の看護教員は学位取得後すぐ教員になり、ほとんど臨床経験が
ない24。そのため、日本の看護師と異なり、ベトナムの看護師は医師に指示された医療行
為を補助するのが主な役割となっている25。ベトナムにおける看護師は、 2年課程の看護
教育を修了した看護師の他、 3年課程の短大卒の看護師（中級看護師）、 4年課程の大卒
看護師（上級看護師）がいる。日本の臨床現場における病室における介添者、准看護師に
相当するHoLyと呼ばれる職種の職員（「准看護師」相当）は、高齢者介護の現場において
表 1 ．2017年度日越経済連携協定および交換公文に基づく看護師・介護福祉士の受入
（出所）厚生労働省
http://www.mhlw.go.jp/ﬁle/06-Seisakujouhou-11650000-Shokugyouanteikyok
uhakenyukiroudoutaisakubu/vietnam_syosai_H29.pdf
（注）日本語能力試験N2（旧 2級）程度の日本語能力がある場合には、研修は免除。
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も需要が高い。介護に関する資格制度は確立しておらず、介護職員の専門教育機関も設置
されていない現状にあり、採用条件は人物優先で、「慈悲的精神」に基づいた職業観であ
る。ベトナムにおける高齢化率は上昇傾向にあり、施設を利用する高齢者が増加する傾向
にあると推測され、高齢者福祉施設の介護職員において高齢者のQOL（生活水準）を保
障する観点からも専門教育を習得した人材が求められることは必然的な課題であると推考
される26。
ベトナムにおける看護師制度と、日本における看護師制度の違いに加えて、看護・介護
の周辺分野を担うHoLyは、このスキームでは対象外となっているが、その業域は、ベト
ナム国内では極めて広く、また看護・介護料分野では広範に業務を担っている。
後藤（2010）の調査によると、看護・介護等の仕事に対する「専門性」に対しての肯
定的評価は年齢と関連していることが認められ、年齢が「専門性」に及ぼす要因は、年齢
と「専門性」及び「現職の希望の強さ」の平均値のプロットが一致していることから「現
職の希望の強さ」が影響を及ぼしているという。つまり、仕事への動機づけが専門意識の
表 2 ．2017年度ベトナムからの看護師・介護福祉士の受入スキーム
（出所）厚生労働省
http://www.mhlw.go.jp/ﬁle/06-Seisakujouhou-11650000-Shokugyouanteikyok
uhakenyukiroudoutaisakubu/vietnam_scheme_h29.pdf
（注）「介護福祉士・就学コース」については、2014年度の開始当初から送り出し
が行われていない。
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前提条件であり、年齢は介護に携わる職員の「専門教育の必要性」の結果からも構造的に
立証される。また、「専門性」に対する意識は高齢者に対する肯定的なイメージとの関連
からも専門教育、研修システムを導入することによって、高齢者のQOLの保障へと相乗
効果を派生させる一要因となるという。専門知識は肯定的なイメージを形成し、肯定的な
イメージがサービスの質を向上させると指摘する27。この結果からも、看護・介護分野に
は、適切な専門的教育プログラムは不可欠であり、日越協力に基づく看護・介護分野にお
ける人材育成プログラムは、極めて重要な枠割を担っていると考えられる。その一方で、
後藤は、「専門性」の背景に「本来、介護は家族が行うべきである」という意識が基層し
ていることを踏まえ、ベトナム社会に根付いていた伝統的村落（ムラ社会）、あるいは家
族主義・家族機能を包括した専門教育、研修システムのプログラム開発の検討が示唆され
るとも指摘28しており、日本が導入を試みている包括的な地域コミュニティ型サポートの
ベトナムへの移植も重要であると考えられる。
5 　求められる新たな取り組み
2017年に、看護・介護の分野では、新たな動きが見られるようになってきている。そ
の一つは、ベトナム国内における看護師養成への取り組みであり、もう一つが、日本政府
が11月に発表した外国人技能実習生に関する法改正、「技能実習適正化法」の導入である。
先にも指摘したが、EPAに基づくスキームが十分に機能していない問題は、ベトナム国
内にある。事実、ベトナム国内の看護・介護分野の教育機関ではEPA制度の利用を想定し
ている場合が多いが、情報を入手する手段がなく、日本語学校や、受入機関からの情報に
頼っているのが実情であり、加えて、日本語学習の水準にもばらつきがあり、EPA制度で
受入条件となっているN 3を想定した教育が実施されている教育機関はほとんどないた
め、スキームが十分に活用されない状況となっている29。
高齢化の進展に伴う看護師不足への対応は、いかに看護師を育成するか、そして、日本
における臨床実習を経て、いかに多くの経験者（看護師）を育成するかに尽きる。そのこ
とは介護の分野でも同様である。
5 ．1 　日本の社会福祉法人による取り組み
ベトナム国内における問題が、EPAのスキームが上手く機能しない要因であることが示
唆されていることから、日越両国における人材育成の取り組みを機能させるためには、ベ
トナム国内における取り組みが不可欠である。そうした問題意識を背景に、日本側のベト
ナム国内での取り組みが始められている。
2017年 7月23日、青森県むつ市で特別養護老人ホームやグループホームを運営する社
会福祉法人「青森社会福祉振興団」が、2017年秋から、ベトナムのフエ医療短期大に日
本の介護施設で活躍できる人材を育てる養成コースを新たに設置する計画を明らかにし
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た。11月に法改正された「技能実習適正化法」により、外国人技能実習生が働く場に介
護現場が加わることから、質の高い人材育成が計画的に実施できる体制の整備を目指すも
のと考えられる30。
青森社会福祉振興団の発表によると、養成コースは不足する介護人材の育成を目指すも
ので、定員は50名で、日本での技能実習を前提として、日本語やきめ細かな日本式介護、
福祉の理念などを 3年かけて教育する。講義や実習を担当する教員は、臨床経験が豊富
な教員を日本から派遣する。
青森社会福祉振興団は2015年に、フエ医科薬科大に現地の看護師資格取得者を対象に
社会人コース（ 1年制、定員25名）を開講している。今回の取り組みは、これを拡充す
るもので、授業時間は計約1,200時間とされており、社会人コースより 2割以上増えると
いう。
ベトナムにおける急速な高齢化と深刻な人材不足の問題は、待ったなしの状況であり、
EPA下で実施されてきた取り組みも既に 4年以上の期間を費やしてきたが、まだ十分な成
果が得られているとは言い難い。つまり、現状のプログラムだけでは不十分であることが
示唆されている以上、それを補足、サポートするような取り組みが必要である。
5 ．2 　新たに導入される「技能実習適正化法」
日本政府は2016年に外国人技能実習制度の対象に「介護」を加えるよう法整備した。
具体的な受け入れ計画は10月14日に開かれた健康・医療戦略推進本部の会議で発表され、
2017年11月から介護分野でベトナムの外国人技能実習生の受け入れを開始する計画を明
らかにした31。計画では、ベトナムから 3年間で約 1万名の参加を見込んでいる。日本政
府は制度開始に伴い、まず「ベトナム・モデル」ルートと呼ぶ支援制度の構築を目指し、
年内にも300名程度が来日するとも発表した。介護を学びたい外国人が日本に来やすいよ
う、日本語教育の環境整備から受入先の選定まできめ細かにサポートするという。高齢化
が急速に進む新興国の人材育成を支援すると共に、国内で不足する介護人材の確保にも道
を開くことになると期待されている。
外国人が実習制度を希望する場合、日本語能力試験などで一定のレベルに達する必要が
あるが、介護分野に限っては2018年度から専門の日本語テストを創設する。一般の試験
では漢字などの筆記分野も重視されるが、新たなテストは介護の現場に即した知識やコ
ミュニケーションに必要な用語などに重きを置くものとなる。ベトナムの語学学校に対し
ても、日本政府が授業の内容などを調べて認証する制度をつくり、来日準備がしやすい環
境を整える。日本国内では、実習生受入に必要な協同組合に加盟した受入先を認証し、外
国人が日本の指定機関に申し出れば、適切な受入先を紹介する仕組みをつくるという32。
国内では人材不足が深刻化しており、特に介護業界における人材不足は深刻で、『首都
圏白書』によると、東京都だけでも2025年度に介護人材が 3万5,800人、全国では37万人
足りなくなるという33。介護業界では外国人の活用に期待が高まっており、デイサービス
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大手のツクイは年内をメドにベトナムから約150人受け入れ、有料老人ホームなどで技能
実習させる計画を明らかにしている34。
EPAのスキームは、看護師ないしは看護課程修の候補生が対象となるプログラムであ
り、HoLyは対象とならない。高齢化に伴い、医療機関、介護施設の拡充が不可欠である
以上、そこで働くHoLyにもスキルアップの機会を創出することが必須である。そのため
の途を開くことになる技能実習適正化法の施行は、EPAスキームと合わせ、日越両国にお
ける人材育成に向けた取り組みをより実りのあるものとする上で重要な布石となると考え
られる。
6 　おわりに
日越両国による看護・介護分野における人材交流・育成事業の意義、緊急性について
データに基づき確認を行った。しかしながら、EPAの下で進められてきた人材交流・育成
事業が十分な成果を上げられていないことも事実である。そこで、2017年から技能実習
生制度を活用したスキームも開始された。また、両国における必要な労働力不足に対する
認識の広がりは、政府間取り組みのみならず、日本の民間事業者による本分野に対する参
入も散見されるようになってきている。特に、技能実習生制度は、民間主導の事業となる。
本事業が当初の成果が上がらなかった背景についての検討が十分にできていない。そこ
で、本事業が期待される成果を達成するために必要な取り組みが何か、引き続き検討を続
けることとしたい。
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